
２００６年９月２７日

ＬＰガス産業の
災害対応への取組み

ＬＰガス産業のＬＰガス産業の
災害対応への取組み災害対応への取組み

日 本 Ｌ Ｐ ガ ス 協 会日 本 Ｌ Ｐ ガ ス 協 会



ＬＰガスは全国津々浦々に供給されています

民営都市ガスエリア

公営都市ガスエリア

民営＋公営の都市ガス
で国土の５.５％をカバー

ＬＰガスは山間・島嶼を
含めて全国土をカバー

２



家 庭 用 2600万世帯家家 庭庭 用用 26002600万万世帯世帯
全国4,900万世帯のうちの約53％でＬＰガスが使われています。

業 務 用 100万件業業 務務 用用 100100万件万件
レストラン、飲食店、病院、ホテルなどで使われています。

自動車用 30万台自動車用自動車用 3030万台万台
このうち約24万台はタクシーで、タクシー全車輌の89％で使わ
れています。またＬＰガススタンドは約1,900ヶ所あり、都市部や
郊外における拠点インフラは万全です。

産 業 用 10％産産 業業 用用 1010％％
日本の産業用エネルギーの10％をＬＰガスが担っています。

ＬＰガスは生活に密着した分散型エネルギー

３
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温室効果ガス排出原単位［g-C/Mcal］

各種エネルギーのＣＯ２排出原単位

（真発熱量ベース）

財団法人 地球環境産業技術研究機構（RITE）

ＬＰガスはとてもクリーンなエネルギー

４



１０月２３日午後５時５６分

５

地震災害に対応



１．１． ＬＰガス業界全体の支援策として、避難所の炊き出し・ＬＰガス業界全体の支援策として、避難所の炊き出し・
給湯用などに使用するＬＰガスの供給を行うこととした。給湯用などに使用するＬＰガスの供給を行うこととした。

２．２． そのため、ＬＰガス容器・調整器・ガスコンロ等のキットおそのため、ＬＰガス容器・調整器・ガスコンロ等のキットお
よび使用するＬＰガスの購入費として支援金１よび使用するＬＰガスの購入費として支援金１,,０００万０００万
円を新潟県エルピーガス協会に拠出した。円を新潟県エルピーガス協会に拠出した。

３．３． 新潟県エルピーガス協会より販売事業者を通じて各避新潟県エルピーガス協会より販売事業者を通じて各避
難所にＬＰガス供給設備を設置し、ＬＰガスを供給してい難所にＬＰガス供給設備を設置し、ＬＰガスを供給してい
る。る。

日本ＬＰガス団体協議会：日本ＬＰガス協会／全国エルピーガス卸売協会／ 日本エ
ルピーガス連合会／全国エルピーガススタンド協会／日本エルピーガスプラント協会
／日本ガス石油機器工業会／日本エルピーガス供給機器工業会の７団体が加盟。

日本ＬＰガス団体協議会：日本ＬＰガス協会／全国エルピーガス卸売協会／ 日本エ
ルピーガス連合会／全国エルピーガススタンド協会／日本エルピーガスプラント協会
／日本ガス石油機器工業会／日本エルピーガス供給機器工業会の７団体が加盟。

＊＊

新潟県中越地震、
日本ＬＰガス団体協議会としての支援
地震直後に緊急協議会を開催。現地状況を把握の上、４日後の
１０月２７日に支援内容等を決定した。

６



小型ボンベで暖かな食事が可能、
大変助かると話していた（十日町）。
（写真提供：㈱石油化学新聞社）

小型ボンベで暖かな食事が可能、
大変助かると話していた（十日町）。
（写真提供：㈱石油化学新聞社）

長野県エルピーガス協会から提
供されたＬＰガスで炊き出し用の
食事を作る自衛隊員（長岡市）。
（写真提供：㈱石油化学新聞社）

長野県エルピーガス協会から提
供されたＬＰガスで炊き出し用の
食事を作る自衛隊員（長岡市）。
（写真提供：㈱石油化学新聞社）

７

避難所でのＬＰガスによる緊急炊き出し



急ピッチで建設が進む長岡市の
仮設住宅（11/18）

（写真提供：㈱石油化学新聞社）

急ピッチで建設が進む長岡市の
仮設住宅（11/18）

（写真提供：㈱石油化学新聞社）
プロパン・ブタンニュース（11/15）

㈱石油化学新聞社

プロパン・ブタンニュース（11/15）
㈱石油化学新聞社

避難所ばかりではなく、
仮設住宅にもＬＰガスを供給

８
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◇◇ 震震度５以上でマイコンメータが自動的に遮断度５以上でマイコンメータが自動的に遮断
⇒⇒ 大半の二次災害は防止大半の二次災害は防止

◇◇ ＬＰガスは個別供給ＬＰガスは個別供給 ⇒⇒ 被害が最小限に抑えられる、被害が最小限に抑えられる、
調査・点検も１戸単位で迅速な復旧が可能調査・点検も１戸単位で迅速な復旧が可能

◇◇ 避難所等への燃料供給対応に最適避難所等への燃料供給対応に最適 ⇒⇒ 避難者に対する避難者に対する
炊き出しや給湯の提供炊き出しや給湯の提供

◇◇ 充填所等は高圧ガス設備で耐震力に優位充填所等は高圧ガス設備で耐震力に優位

ＬＰガス導入は災害対策に有効
ＬＰガス産業の災害対応への取組
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防災の拠点施設に、ＬＰガス常設設備の導入を

学校学校

公民館公民館

病院病院道の駅道の駅
スポーツスポーツ
センターセンター

福祉福祉
施設施設

指定避難所

いざといういざという
時のために時のために
ＬＰガスのＬＰガスの
導入を！導入を！

（１）（１） 導入促進先導入促進先

（（２２）） 政府としても支援政府としても支援 ・・・・・・・・

２２００６００６年度政府予算年度政府予算

災害時に備えたＬＰガス供給設備等の導入補助制度災害時に備えたＬＰガス供給設備等の導入補助制度 〔新規〕 １．０億円
（ 補 助 金 総 額 ）（ 補 助 金 総 額 ）

災害に対応したＬＰガス設備導入のご提案
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ＬＰガスを活用した、平時の取り組み事例

事例事例２２ 企業の取組例（駅弁の製造業）企業の取組例（駅弁の製造業）

事例事例１１ 小学校の取組例小学校の取組例

小学校の改修時に、従来のＬＰガス容小学校の改修時に、従来のＬＰガス容
器に替えて据え付け型の大容量タンク器に替えて据え付け型の大容量タンク
に変更。これにより、災害時であっても、に変更。これにより、災害時であっても、
７ 日 程 度 の 調 理 等 が 可 能 に７ 日 程 度 の 調 理 等 が 可 能 に

写 真 ：写 真 ： ㈱ 東 華 軒㈱ 東 華 軒 の 例の 例

都市ガスの供給エリア内であって都市ガスの供給エリア内であって
も、地震等の災害におけるも、地震等の災害における７日間７日間
程度の程度の事業継続を見越して、新築事業継続を見越して、新築
時 に 、 Ｌ Ｐ ガ ス 容 器 設 置時 に 、 Ｌ Ｐ ガ ス 容 器 設 置

写真：所沢市立南小学校の例写真：所沢市立南小学校の例
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◇◇ 災害時にスムーズにＬＰガスの調達・供給ができ災害時にスムーズにＬＰガスの調達・供給ができ
るよう、るよう、各県ＬＰガス協会・支部と都道府県・各県ＬＰガス協会・支部と都道府県・
市町村自治体の間で災害時協定を市町村自治体の間で災害時協定を進めることとい進めることとい
たしますたします。（現状は２２県のみ締結）。（現状は２２県のみ締結）

◇◇ 都市ガスエリアの自治体はＬＰガス事業者と都市ガスエリアの自治体はＬＰガス事業者と
の接点がないので特に必要です。の接点がないので特に必要です。

ＬＰガスの活躍には災害時協定を
ＬＰガス産業の災害対応への取組
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日
本
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
団
体
協
議
会

日
本
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
団
体
協
議
会

日
本
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
団
体
協
議
会

2004.2004.0303.1.188 施行施行

2004.2004.0909..0707 施行施行2005.12005.122..001 1 施行施行

災害対策本部規定

災害対策中央本部設置要綱

災害対策本部設置規則 2005.11.2005.11.001 1 制定制定

相互支援協定相互支援協定 2005.12005.122.28 .28 締結締結

災
害
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル

日本ＬＰガス協会日本ＬＰガス協会日本ＬＰガス協会

全国エルピーガス卸売協会全国エルピーガス卸売協会全国エルピーガス卸売協会

日本エルピーガス連合会日本エルピーガス連合会日本エルピーガス連合会

ＬＰガス業界の災害対応組織について
ＬＰガス産業の災害対応への取組

ＬＰガス業界全体の災害対応ＬＰガス業界全体の災害対応
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災害時協定の事例 市、都市ガス、ＬＰガス
ＬＰガス産業の災害対応への取組

• 災害時におけるガスの臨時供給に関する協定

• 締結者 新潟市長

北陸瓦斯株式会社社長

社団法人新潟県ＬＰガス協会会長

• 新潟市と北陸瓦斯株式会社及び社団法人新潟県ＬＰガス協
会は、災害発生に関し新潟市が開設する場所におけるガス
供給の円滑化を図るため、次のとおり協定を締結するものと
する。
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災害時協定の事例 町、ＬＰガス関連事業者
ＬＰガス産業の災害対応への取組

• 土地および設備の使用に関する合意書

• 締結者 静岡市駿河区小黒

矢崎総業株式会社

• 小黒町内会および矢崎総業株式会社は矢崎総業の下記の
事業所敷地内の所定の土地および設備の使用に関して以
下のとおり合意します。

矢崎総業静岡事業所 ： 駿河区小黒３－８－１


	１０月２３日午後５時５６分

